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日本の少子化対策としての着床前診断所見
一染色体数的異常に起因する習慣流産に対する着床前診断の適応に期待する－
児玉正幸
Abstract
Smcel99atheJapanSocietyofObstetricsandGynecologyhasplacedsevere
restraintsonpreimplantationgeneticdiagnos迫ofembryos(PGD)However;hnaUy(ｉｎ
2006),theSocietyapprovedtheclmicalappUcationofPGDtohabitualabortiondueto
structuralchromosomalabnormahtiesasweUastoserlousgeneticdiseasessuchas
DuchennemuscUlardystrophy(ＤＭD)andmyotomcdystrophyBut,ithasnotyet
approvedtheclinicalapplicationofPGDtohabitualabortionduetonumerical
chromosomalabnormalities，althoughthenumberofthesepatienｔｓｉｓｍｕｃｈｇｒｅａｔｅｒ
ｔｈａｎｔｈｅｎｕｍｂｅｒｏｆpatientssuBfbringhomhabitualabortionduetostructural
chromosomalabnormalities・
ThereasonwhytheSocietystiUplacessevererestraintsonPGDisbecauseitbases
itsopiniononthefbUowingpape】且(Sugiura-OgasawaraM,OzakiY;SatonSuzumori
N,SuzumoriK:Poorprognosisofrecurrentaborterswitheithermaternalorpaternal
reciprocaltranslocationMh9tZZSZGzZZ81:367-373,2004.）
Ｄｒ・OtamandhisrepresentativecriticizetheJapanSocietyofObstetricsand
Gynecologyfbrbasmgitsopimononapaperthatpresentsafaultydatamterpretation
Nevertheless，ｔｈｅJapanSocietyofObstetricsandGynecologyremamsabsolutely
snentanddoesnotcounterthiscritnsm・
InthispapenlwmanticipatethechnicalapplicationofPGDtohabitualabortion
duetonumericalchromosomalabnormalities
はじめに
総務省統計局の発表（２００７年７月１日現在の概算値）に依れば、本邦の人口１２，
７７８万人中、生殖年齢（１５歳から４４歳まで)の人口はおよそ４，８４１万人である。
その内、「推定１４０万組以上の不妊夫婦」が存在するにも拘らず、「きちんと不妊治療
を受けている夫婦はわずか４０万組'」と推定される。
「推定１４０万組以上の不妊夫婦｣の中には､卵巣も子宮もある通常の不妊患者以外に、
自前の子宮はあるのに卵子提供を受ける以外には妊娠不可能な卵巣機能不全の絶対不妊患
－１３－
者（ターナー症候群Tl,mer'ssyndromeの患者）もいれば、逆に自前の卵子があっても他
人の子宮を借りる以外には子どもを授かることのできない、先天的に子宮のない絶対不妊
患者（ロキタンスキー症候群Rokitans幻-KUsterHausersyndromeの患者）や後天的に
子宮癌等で子宮全摘手術を受けた絶対不妊患者が存在する。
ところが、本邦では、国も日本産科婦人科学会（以下日産婦）もそれぞれ、２００３年
４月、卵子提供型非配偶者間体外受精と代理壊胎（代理母．借り腹＝代理出産）をともに
禁止2した。
そうした現状下、本邦では、これまでに不妊治療の目的で渡米した患者夫婦は、１９９
５年から２００３年末までに推定５００～７００組3もいる上に、向井亜紀．高田延彦夫
妻の代理出産を仲介した「卵子提供・代理母出産情報センター」に依れば、「これまで約７
０組の夫婦に代理出産をあっせん、約７５人の赤ちゃんを得た」（2006年１０月４日付読
売新聞東京朝刊)。同センターの鷲見侑紀代表の推測では、「国内には既に代理出産で生ま
れた子供が百数十人いる。ほとんどは『渡航中に生んだ実子』として帰国後に出生届を提
出している」とのこと（2007年４月２９日付読売新聞東京朝刊)。
国内的事情により不妊治療を受けられない本邦医療難民の医療ツアーmedicaltourism
が発生するなか、上記絶対不妊患者から相談を受けていた諏訪マタニイテイークリニック
院長・根津人紘医師が２００６年１０月１５日、日産婦が会告「代理壊胎に関する見解」
（平成１５年４月)で禁止する代理出産4(借り腹)を新たに３例(通算５例5)実施した旨
公表した。根津医師の社会への問題提起を機縁に、政府（法務・厚生労働両省）は、代理
出産を中心とする生殖補助医療（不妊治療）のあり方に関する法制化の意向を表明し、日
本学術会議(金沢一郎会長)に審議を要請した。日本学術会議は目下、生殖補助医療の在り
方検討委員会6を設置して審議を重ねており、１年をめどに（２００８年早々にも）見解
をとりまとめる予定とのこと。
本稿では､上記卵子提供型非配偶者間体外受精と代理懐胎(1)b理母．借り腹＝代理出産）
に関する所見は他稿7に譲り、「推定１４０万組以上の不妊夫婦」の不妊原因のひとつであ
る夫婦染色体因子（染色体異常）に起因する不育症８（反復流産と習'慣流産）について考
察するとともに、その予防策としての着床前診断（以下ＰＧＤ）の適応拡大を求めて、日
産婦への批判的提言を具申する。
１不妊症
日本不妊予防協会理事長・久保春海東邦大学名誉教授が指摘するように、本邦には、「推
定１４０万組以上の不妊夫婦」がいる。不妊理由はさまざまである。そこで以下に、不妊
症を分類するとともに、不育症（反復流産と習慣流産）の病因について概説する。
－１４－
（１）不妊症の分類
「広義の不妊症」infbrtⅢｔｙは、「狭義の不妊症（妊娠できない)」やその亜型の「化学
流産（超早期流産)」以外に、「不育症（妊娠しても流産)」を含む。
狭義の不妊症患者とは､例えば､前述した卵巣機能不全のターナー症候群の患者であり、
先天的に子宮のないロキタンスキー症候群の患者や後天的に子宮全摘手術を受けた患者で
ある。そうした絶対不妊患者以外にも、卵巣も子宮もあるのに種々の病因による通常の不
妊患者が存在する。
他方、妊娠しても流産しやすい不育症患者は、「反復流産（２回の連続流産)」recurrent
spontaneousabortion患者と｢習,慣流産(妊娠２０週以前の３回以上の連続流産)｣habitual
abortion患者に区分される。
不妊症を系統図で示せば、以下の通り。
広義の不妊症一狭義の不妊症(妊娠できない）（ターナー症候群やロキタンスキー症候群の
絶対不妊患者や後天的に子宮癌等で子宮全的手術を受けた絶対不妊患者）
－化学流産（超早期流産）
－不育症（妊娠しても流産）－反復流産（２回の連続流産）
－習,償流産(妊娠２０週以前の３回以上の連続流
産）
生殖年齢にある４，８４１万人中、「推定１４０万組以上の不妊夫婦」が存在するという
ことは、単純計算（２，４２０万組÷１４０万組）すれば、１７組に１組が不妊カップル
という計算になる。生殖年齢にある人が全員婚姻しているわけではないので、実際は、１
７組以下に１組（通常１０組に１組）が不妊カップルと推定される。こうした事態は、不
妊患者の輿望に応える医学的見地のみならず、少子化対策を推進する国家的見地からして
も、由々しき問題である。そこで､不育症(反復流産と習慣流産）の病因について、以下、
概説する。
（２）不育症（反復流産と習慣流産）の病因
丸山論文9に依れば、不育症の病因と発生頻度は、以下の通り。
１．夫婦染色体因子（染色体異常）：４％
（均衡型相互転座：２．５％、ロバートソン転座：１．２％、その他（逆位・性染色体異
常など）：０，３％）
２子宮因子（子宮形態異常）：１０～２０％
（子宮奇形：５～１５％､子宮筋腫：１０％､子宮内腔癒着Ashermanもsyndrome：２％、
子宮頸管無力症）
３．血液・凝固因子：１０～２０％
（抗リン脂質抗体症候群（自己抗体も含む)：１５％、血栓形成冗進状態thromb叩hnia：
１０％、血小板増多症）
－１５－
４．内分泌因子（内分泌異常）：１５～２５％
（黄体機能不全：１５％、高プロラクチン血症：１５％、糖尿病／耐糖能異常：１％、甲
状腺疾患：５％、多嚢胞性卵巣症候群po】ycysticovarysyndromePCOS）
５．感染因子憾染症）：１％
（クラミジア、細菌性膣炎）
６．免疫因子（母児間の免疫応答異常即ち同種免疫異常）
７．その他
（胎児染色体異常、ストレス、生活嗜好）
８．原因不明
上記不育症（反復流産と習'慣流産）の病因中、夫婦染色体因子（染色体異常）に起因す
る不妊率は４％にすぎないが、１４０万組の４％ということは、計算上５万６千組の不妊
カップルがいて、その不妊病因が夫婦染色体因子（染色体異常）ということになる。これ
だけの数の不妊カップルの存在は、手をつかれている事態ではない。
実は、通常、健常者の受精卵にも不妊につながる多くの染色体異常が認められる。しか
も染色体異常の発生率は加齢とともに増大する。染色体異常の発生率は、２０歳以上３４
歳以下の人で５９％（トリソミー等の異数性２４％、その他の染色体異常３５％)、３５歳
以上３９歳以下の人で６３％（トリソミー等の異数性２７％､その他の染色体異常３６％)、
４０歳以上４７歳以下の人で７４％（トリソミー等の異数性３９％、その他の染色体異常
３５％）にもなる'0。
要するに、健常者の受精卵のなかで染色体異常をもつ２／３の多くは着床しないか、着
床しても当人が流産と気付く前に流れてしまっている。言い換えれば、受精卵の内、１／
３（４１％～２６％）が出産に至るわけであるから、受精卵は、平均３ケ月に１回だけ出
産に至る妊娠の可能性がある計算になる。子宮内で厳しいスクリーニングを受ける受精卵
が着床して出産に至る道のりは、決して容易ではない。
ましてや、染色体異常が頻発する不妊患者の場合は、正常な受精卵が少なく、出産に至
る妊娠率が箸減する。染色体異常（構造異常：均衡型相互転座、ロバートソン転座、逆位）
に起因する不育症仮復流産と習慣流産）患者の不妊率は、全不育症病因中、上記４％に
なる。
実は、受精卵に流産を惹起する「染色体異常」Chromosomalabnormalityには、「構造
異常」structuralabnormahtyと「数的異常」numericalabnormalityがある。その「構
造異常」の中に、「転座」translocationと逆位mversion、「欠失」deletion等があり、そ
の｢染色体転座｣chromosomaltranslocationがさらに､｢相互転座｣reciprocaltranslocation
や「ロバートソン転座」RObertsoniantranslocation、「その他の転座」に細分される。
平成１０年会告「
に関する見解（平
｢ヒトの体外受精・胚．罪の臨床応用の範囲」よらびに着床目U診断」
(平成１１年７月５日改定）（平成１８年１２月１６日改定）で、ＰＧＤの
－１６－
適応対象を「重篤な遺伝性疾患」に限定してきた日産婦が、２００６年４月２２日の総会
で新たに適応を拡大した対象は、「染色体転座」どまりであった。日産婦は、ＰＧＤの適応
疾患を「重篤な遺伝性疾患」に限定した平成１０年会告の改定には踏み込むことなく、「染
色体転座に起因する習'償流産（反復流産を含む）’１」を「重篤な遺伝性疾患」と新たに解
釈することで、ＰＧＤの臨床適応範囲を拡大する方針を決定したのである。
「染色体転座」の中でも「相互転座」に起因する習慣流産患者の流産率は９０％台との
報告（１論文のみ７０％弱の流産率との報告）’2が出ているので、「相互転座」に起因す
る習慣流産へのＰＧＤの適応は尤もな判断にせよ、他の染色体異常に起因する習慣流産患
者にまでＰＧＤの適応がなぜ拡大されないのであろうか。そもそも、加齢とともに発生率
が高まる「染色体異常」は、「構造異常」よりも「数的異常」の方が圧倒的に多い13ので
ある。それにもかかわらず、丸山論文でも、「数的異常」に起因する不育症（反復流産と習
慣流産）の発生頻度は明記されておらず、染色体正常夫婦の間で反復する胎児染色体異常
の発生は、「７．その他の胎児染色体異常」と略記されているに過ぎない。実際には、丸山
論文「１の夫婦染色体因子（染色体異常)」に起因する不育症発生頻度は４％よりも箸増
するはずである。
加齢とともに発生率が高まる染色体異常の中で､｢構造異常｣を凌ぐ高頻度で発生する｢数
的異常」に起因する習'慣流産患者にまでＰＧＤの適応が拡大されない本邦の実`情を以下に
概観するとともに、日産婦に対して本邦のＰＧＤの適応の拡大を要望する。
２本邦のＰＧ、適応拡大の要望
ユネスコ国際生命倫理委員会報告'4に依れば、ＰＧＤの適応対象は、一定の染色体異常
chronosomalabnormalityの他に、全単一遺伝子疾患５千（2003年４月時点）中、数十
の単一遺伝子疾患monogemcdisordersにも及ぶ。
ところが、本邦で日産婦が認可するＰＧＤの適応対象は、重篤な単一遺伝子疾患
（Ducheme（デュシェンヌ）型進行性筋ジストロフィ一（ＤＭＤ）や筋強直性（緊張性）
ジストロフィー)、ミトコンドリア病（異常症）のＬｅｉｇｈ脳症以外には、新たに医学的
適応が追加承認された染色体構造異常(染色体転座）（２００６年４月２２日の日産婦総会
承認'5）のみである。
日産婦が２００６年４月２２日の総会で承認した理事会決定のＰＧＤ臨床適応拡大方針
は、「染色体転座」どまりで、染色体数的異常（異数性aneuploidy、倍数性polyploidy）
については、ＰＧＤの適応対象外である。その理由について、吉村泰典倫理委員長（現理
事長）は、次のように語った。染色体数的異常は、「だれでも起こりうるもので、受精卵診
断自体に反対もある現状では､そこまで診断するのは妥当ではない」（２００６年２月１８
日付朝日新聞東京朝刊)。
しかしながら、ＰＧＤの医学的適応の拡大は、患者の実数から判断するに、「染色体構造
－１７－
異常」Structuralchromosomalabnormalityの一部である「染色体転座」Chromosomal
translocationにとどめるべきではなく、「染色体数的異常」numericalchromosomal
abnormantyにまで対象とすべきであった。
日産婦がＰＧＤの適応拡大に鴎曙する理由は、ＰＧＤの適応を「重篤な遺伝性疾患」に
｢ヒトの体外受精･胚移植の臨床応用の範囲」ならびに「着床前限定した平成１０年会告「
診断｣に関する見耀（平成１１年７月５日改定）（平成１８年１２月１６日改定)の自縄
自縛にある。その点については、すでに拙著'6で指摘した。
それ以外に、日産婦がＰＧＤの適応拡大を蠕曙するもうひとつの理由は、「染色体転座に
起因する習I慣流産症例に対する着床前診断実施後の生児獲得率６８．０％(ＥＳＨＲＥＰ
ＧＤＣｏｎｓｏｒｔｉｕｍの長期調査）は、染色体転座に起因する習'慣流産症例における自然妊
娠での累積生児獲得率６８．１％（Sugiura-OgasawaraetaLl7）と現時点ではほぼ同率」
とする日産婦平成１８年２月見解「着床前診断に関する見解」について」である。
それに対して、大谷医師や根津医師、遠藤弁護士は「学会の説明はデータの解釈を誤っ
ている」として、抗議文と公開質問状を送付したにもかかわらず、現在に至るまで梨のつ
ぶてである。
日産婦側の論理はこうである。日産婦落合理事より「原告である大谷医師、根津医師、
遠藤弁護士（連名）より抗議声明と公開質問状を受領したが（２００６年５月２９日)、裁
判係争中でもあり特別の回答、対応を行わないこととしたい」との報告がなされ、日産婦
理事会はこれを了承した(平成１８年６月２４日付｢平成１８年度第２回理事会議事録｣)。
大谷徹郎医師の訴訟代理人･遠藤直哉弁護士から、「日産婦の提造論文の採用｣による｢平
成１８年見解の誤り｣、とまで指摘１８をうけながら、日産婦はなぜ沈黙を守るのであろう
かｂ
「日本産科婦人科学会は、鈴森・杉浦提造論文を元に着床前診断の長所や優位性を否定
しています。着床前診断の長所を説明せず、自然妊娠により流産をしても、出産できると
の誤った説明をしていますｂこの誤った見解が平成１８年２月１８日、日本産科婦人科学
会の記者会見により垂れ流し情報として報道されてしまいました。しかし、鈴森・杉浦論
文は、別紙資料のとおり、提造によるもので、誤った結論となっています。なお、杉浦教
授、名古屋市立大学学長、名古屋市長には、握造論文関連の資料をお送りしましたが、現
在までに内容につき返答しないとの回答を頂いており、事実上認めております｡」かくまで
遠藤弁護士（｢要望書'9」〔平成１８年１１月２８日〕）から、新しい生命科学技術（着床
前診断）の臨床研究について、科学的エピデンスに立脚する論争を挑まれながら、「着床前
診断権利確認訴訟」の訴状（２００４年５月２６日付）に対する東京地裁の「日産婦全面
勝訴」判決（２００７年５月１０日）に気をよくして、判決後も、判決以前同様、学会の
非学問的姿勢に対する仮借ない批判をひたすら無視し続ける日産婦の頬被り姿勢は、産科
婦人科領域の最高の研究者や医師を糾合する学術親睦団体として、学問的良心に恥じない
行為なのであろうか。
－１８－
何よりも、生殖年齢を外さないうちにＰＧＤによる挙児に最後の期待を託す、「染色体数
的異常」に起因する習慣流産患者の姿が目に入らないのであろうか。
日産婦には、それぞれ透徹した現場主義に立った高いレベルの議論と学問的良心に恥じ
ない科学的エビデンス論争の深まりを期待したい。
注
１日本不妊予防協会理事長・久保春海「平成１８年７月日本不妊予防協会設立趣意書」（ＨＰ参照)。2004年
度の日本の体外受精の実態として、年間出生児1,110,721人（厚生労働省発表）中、体外受精による出生児が
18,168人（日本産科婦人科学会発表)。つまり、６３人に１人（1.6％）がＩＶＦ・ＥＴ児となる。
2平成１５年４月の部会最終報告書「精子・卵子・胚の提供等による生殖補助医療制度の整備に関する報告書」
会告「代理懐胎に関する見解」（平成１５年４月）
3米国カリフォルニア州サンフランシスコのパシフイック生殖医療センター東京オフィスのＩＦＣ
（internationalfertilitycenterhttp://www・ifcbabynet）の川田ゆかり代表に依れば、「１９９５年から
２００３年末までの間にＩＦＣプログラム参加のため渡米した日本人夫婦の数は２５０組を超える。米国全体
での正確な統計は存在しないが、同時期に合計で５００～７００組が非配偶者間生殖医療プログラム参加のた
めに渡米したと推定される｡」その内、「卵子提供プログラム参加者が６５％と過半数を占め｣、「これまで、実
際に渡米した夫婦の実に２０倍以上もの夫婦から、当センター宛てに真剣な問い合わせを受けてきた｡」011田
ゆかり：｢米国における日本人患者の非配偶者間生殖医療の現状と日本国内での容認への願い｣、『産婦人科の世
界』５７巻２号、医学の世界社、35-43頁、2005年）
４代理懐胎surrDgateconceptionには、代理母geneticsunDgacy(伝統的代理母traditional8urro顔cy)と代理
出産（妊娠上の代理母）ge8tatiOnalSurmgacyがある。
代理出産はいわゆる借り腹と呼ばれていたが、ヒトの生殖の尊厳という考え方から、用語上不適当であるの
で、代理出産との用語を用いる。（森崇英著『生殖の生命倫理学』永井書店、６６頁、2005年）
私も同氏と同見解で､本稿では以下､代理懐胎surrogateconception(if理母geneticsurrogacy＝伝統的
代理母traditionalsurrogacy．借り腹＝代理出産(妊娠上の代理母)gestationalsurrogacy）とする。
本注および本文中の下線部は､国と日産婦および日弁連が正式に使用する用謡本稿では、「代理出産｣は｢借
り腹」に代替する同意語
なお､上記伝統的代理母traditional8urTDgacyと妊娠上の代理母ge8tational8unDgacyを区別して定義した
のは、アメリカ生殖医学会AmericaSocietyhRepmductiveMedicmeo本邦では、従来、伝統的代理母をサ
ロゲート・マザーSurTogatemother、妊娠上の代理母をホスト・マザーhostmotherと呼び習わしてきた。
用語の不統一が代理懐胎問題を複雑にしてきた一面もある。
５同医師は、東京四谷の「スクワール麹町」５階「寿」の間における記者会見の席上、次のように語った。
「第１例目は今から５年前に患者さんの同意を得る間も無く、無理矢理公表させられることになったケース
で、出産で子供と子宮をなくしてしまった姉のために妹さんが代理出産をしたケースです６第２例目は、これ
も出産により子供と子宮をなくしてしまった義妹のために義姉が代理出産したケースで、以上２例は今まで公
表させて頂いたケースです。第３例目は、子宮筋腫により子宮全摘を受けた姉のために、妹が代理出産をした
ケースです。第４例目は、子宮癌のために子宮をなくしてしまった娘のために実母が代理出産をしたケースで
す６第５例目は､子宮癌のために子宮全摘を受けた妹に姉が代理出産したケースです｡」（上記記者会見内容「そ
の後の代理出産」は、同医院ＨＰ参照）
６第１回（2007年１月１７日)。2007年２月２日、日産婦常務理事会の席上、第１回生殖補助医療の在り方検
討委員会に出席した吉村泰典理事より、次の報告がなされた。「第１回委員会には本会から委員として本職と久
具幹事、学術会議事務局側として阪埜幹事が出席した。同委員会では、法務省から法制審議会の平成１５年７月
中間試案（引用者注：出産女性を実母とする中間試案）に関する説明、及び厚労省から厚生科学審議会の平成
１５年４月報告書に関する説明があった。第２回は本職が代理懐胎他について本会の立場を説明することになっ
ている」（平成19年２月２日付「平成１８年度第８回常務理事会議事録｣）
第２回(2007年２月２２日)、第３回（同年３月２８日)、第４回（同年４月２４日)、第５回（同年５月１１日)、
第６回（同年６月２２日)、第７回（同年７月２３日)、第８回（同年８月２４日)、第９回（同年９月２８日)、第
１０回（同年１１月６日)、第１１回（同年１１月２８日)、第１２回（同年１２月１３日)、第１３回(同年１２月２６日）、
第１４回（2008年１月１８日)、第１５回（2008年１月３０日)、第１６回（2008年２月１９日)、第17回（2008年３
月７日）
第８回日本学術会議は、根津八紘医師と向井亜紀さんに対して、意見聴取をかけた。
７児玉正幸：「特集【世界における生命倫理と生殖医療一日本・韓国比較事情】本邦初の卵子提供体外受精.
－１９－
胚移植の実施に関する医学哲学的所見｣、『産婦人科の世界』第59巻第1号、医学の世界社、（47)47-(57)57頁、
2007.ｌ
児玉正幸：｢代理出産(借り腹）に関する所見｣、『先端倫理研究』第２号､熊本大学倫理学研究室､２５‐40頁、
2007年３月。
８「不育症とは「生殖年齢の男女が妊娠を希望し、妊娠は成立するが、流産や早産を繰り返して生児を得られ
ない場合」をいう｡」（吉村泰典：「特集不育症を考える序文｣、『産婦人科の世界』第56巻第１１号、2004年）
９丸山哲夫：「不育症の病因｣、『産婦人科の世界』第56巻第11号、医学の世界社、９－１９頁、2004年。
ｌｏＭｕｎｎ６Ｓ,ｅｔａＬ:Emblyomorphology,developmentalratesandmatemalagea1℃ＣＯn℃latedwith
chromosomeabnormalities・Fl9J9ZZﾉ【５２忽ｍＺ６４:382-391,1995．
MArquezC,etal:Chmmosomeabnormalitiesml255cleavage-stagehumanembryos・RbpmdBjqmed
Ob2Lmel:17-26,2000．
「自然流産の頻度は１３~15％であり、その50~60％に胎児の染色体異常が認められている」（吉村泰典：「特
集不育症を考える序文｣、『産婦人科の世界』第56巻第ｎ号、2004年）
１１「着床前診断に関する見解」について（日産婦、平成１８年２月)。
１２牧野論文268頁のtableⅥに相互転座の流産率が93.7％とある。（Makino'IylnbuchrnlwasakiK,ｍａｍｕｒａ
Ｓ,IizukaR:ChmmosomalanalysismJapanesecoupleswith1℃peatedspontaneousaborlionsJMZZSmZZ
35:266-270,1990ｊ
ＰＧＤの実施により、相互転座とロバートソン転座の合計の流産率が95.8％から15.7％に下がった。（Chun
I､/ｕＬｉｍ,JmIbunJun,ＤｏｎｇＭｉＭｍ,HyoungSongLee,JmYbungKim,MiKyoungKoong,InnSoo
Kang:Ｅ缶cacyandclinicaloutcomeofp正mplantationgeneticdiagnos泊usmgFISHfbrcouplesof
定ciprDcalandRobertsonian位anslocations:theKolcane】qperience・ＺｍＴａ広り由gzL24:556-561,2004.）
ＰＧＤの実施により､転座の流産率が９５％から１３％に下がった｡(Munn6S,SandalinasMEscudemT,Fung
J,GianarohL,ＣｏｈｅｎＪ：OutcomeofprempLantationgeneticChagnosh3oftranslocation８．Ｆ】臼ITzZSZ＆rZl
73:1209-1218,2000.）
他方、名古屋市立大学の杉浦論文のみ、相互転座の自然流産率を７０％弱とする。Sugiura-OgasawaraM，
OzakiY;Sato'nSuzumoriN,SuzumoriK:PoorprDgnosi8of1℃cur1℃ntabortelBwitheithermatemalor
patemalrecipmcaltranslocations・ＦｌｍｂｄｌＳＺｍＺ８１:367-373,2004
1日年来、「着床前診断による妊娠も自然妊娠も生児獲得率に大差がない」という間違ったデータを日本産科婦
人科学会に提出して、日産婦を誤導している名古屋市大同教授グループは、２０代で相互転座で反復流産の患
者にも若いから何回か流産すれば子供を抱けると言って、着床前診断を断っているようで、４０代で妊娠の見
込みの少ない人を日産婦に申請している。
しかし、着床前診断は理論的に複数の受精卵から正常な受精卵を選ぶ技術なので、受精卵がたくさんできる
若い内に受けておくことで、生児を獲得する可能性が高くなる。実際のところ、相互転座の人では受精卵の１７
～18％しか正常なものはなく、４０代で１～２個しか受精卵のできない人に実施しても、子宮に戻す受精卵が無
い可能性が高くなる。
したがって、名古屋市大で着床前診断に成功したという話も聞かず、日産婦への正式な申請承認を経て、染
色体転座に起因する習慣流産患者への着床前診断適応後に妊娠第１号に成功（６月）したのは、セントマザー
産婦人科田中温院長であった。同院長は2007年内に出産の可能性が高い旨、第25回日本受精着床学会（８月
３０日～８月３１日、仙台国際センター）で学会発表した。
l3Verlinslq'Ｙ,ＣｏｈｅｎＪ,Ｍｕｎｎ６Ｓ,GianaroliL,SmpsonJLbFbrralCttiAP,KulievA：Overadecadeof
experiencewithplCmplantationgeneticdiagnosis:amulticenter1℃port・FlmZZSZpIZZ82:292-294,2004．
遠藤直哉：「受精卵診断についての新たな論点一染色体異常（習慣流産）に対する受精卵診断の必要性」、
『はじまった着床前診断』、はる書房、2005年b
l4UNESCOInternationalCommitteeHBpDrTQfWbeZBCmFｹｍｍｍａｎｍｔＪｂｎＧもI1eZZbDj23gTm8jgand
G色ＩｍＬｉｎｅｈＺ糧､"ｅｍｍｎ>２００３．
１５２００６年４月２２日の日産婦総会承認以降、相互転座に起因する習慣流産患者に対して着床前診断を実
施する医療機関は、５医療機関－加藤レデイスクリニック（東京都)、名古屋市立大学（名古屋市)、ＩＶＦ大
阪クリニック（東大阪市)、セントマザー産婦人科医院（北九州市)、セントルカ産婦人科（大分市）－にのぼ
る。大谷産婦人科（神戸市）と諏訪マタニティークリニック（長野県下諏訪町）は従前通り、日産婦への申請
と承認を経ずに、相互転座以外にも染色体数的異常に起因する習慣流産患者に対しても着床前診断を実施する。
’６「上記日産婦発表内容に対して、大谷医師が「流産に悩む女性に選択肢を提供する正しい方向への第一歩。
将来的には均衡型転座以外の染色体異常も認めてもらいたい」（同年２月１９日付読売新聞大阪朝刊）と期待を
込めて語るように、記者会見の発表内容だけでは、同学会が染色体数的異常へのＰＧＤの適応拡大をなぜ容認
できないのか、意味不明である。染色体数的異常は「だれでも起こりうるもので、受精卵診断自体に反対もあ
－２０－
る現状では、そこまで診断するのは妥当ではない」というのであれば、染色体数的異常に起因する習慣流産患
者は、「だれでも起こりうる」ありふれた疾患という薄弱な理由だけでＰＧＤの救済対象から外されるのに反し
て、「染色体転座に起因する習慣流産（反復流産を含む)」患者だけが、「だれでも起こりうる」ことのない「重
篤な遺伝性疾患」と解釈されるが故に、ＰＧＤの救済対象とされたことになる。これでは、ＰＧＤの適応を「重
篤な遺伝性疾患」に限定した平成１０年会告の自縄自縛からまったく抜け出せていない。今回は当初より同会
告の根本的な見直しをしないという大前提のもとで、染色体転座を「重篤な遺伝性疾患」と解釈しなおすこと
で何とか落としどころを見つけた、としか思えない。染色体数的異常が「だれでも起こりうる」疾患だとすれ
ば、まさにそれゆえにこそ、生命の誕生に関わる産婦人科医は、染色体転座患者よりも多く発生する染色体数
的異常に起因する習慣流産患者を救済の対象とすべきであろう｡」（拙著『日本の着床前診断」永井書店、１９９６
年、第４部第１章、参照）
I7Sugiura-Ogasawara,Ｍ､,Ozaki,Ｙ,Sato,、,Suzumori,Ｎ・ＡｎｄＳｕｚｕｍｏｒＬＫ:Poorpmgnos由of
lCcurrCntabortelBwitheithermatemalorpatemalrecipmcaltranslationMb9ZZ/SZEEZ81:367-373,2004
日産婦倫理委員会審査小委員会の大濱委員長も、杉浦論文のデータ解釈の無謬性に疑念を挟まない。（大濱紘
三：「日本産科婦人科学会の対応一審査小委員会の現状と課題一」『産婦人科の世界』第59巻第７号、医学の世
界社、2007年７月参照）
1８遠藤直哉：「着床前診断と患者の権利一説明義務違反による治療機会の喪失一」『２１世紀の家族と法一小
野幸二先生古希記念論文集』（法学書院、2007年）
'９弁護士遠藤直哉
平成１８年１１月２８日
要望書
内閣総理大臣安倍晋三殿
厚生労働大臣柳澤伯夫殿
文部科学大臣伊吹文明殿
内閣府特命担当大臣（少子化）高市早苗殿
内閣府特命担当大臣（規制改革）佐田玄一郎殿
経済財政諮問会議議長安倍晋三殿
都道府県知事各位
政令指定都市市長各位
日本医師会会長唐澤祥人殿
社団法人日本看護協会会長久常節子殿
社団法人日本小児科学会会長別所文雄殿
日本遺伝カウンセリング学会理事長藤田潤殿
日本人類遺伝学会理事長新川詔夫殿
社団法人日本生殖医学会理事長岡村均殿
日本受精着床学会理事長中村幸雄殿
日本不妊カウンセリング学会理事長佐藤孝道殿
社団法人日本産婦人科医会会長坂元正一殿
公正取引委員会委員長竹島一彦殿
日本学術会議会長金澤一郎殿
名古屋市立大学理事長西野仁雄殿
日本放送協会（ＮＨＫ）会長橋本元一殿
日本民間放送連盟会長広瀬道貞殿
社団法人日本新聞協会会長北村正任殿
〒105-0003東京都港区西新橋1-6-13柏屋ピル８階
フェアネス法律事務所
電話O3-3500-5330RdLXO3-3500-5331
「着床前診断を推進する会」（患者団体）
医師大谷徹郎
医師根津八紘
弁護士遠藤直哉
前略
日本において、生殖補助医療が発展し、不妊・不育の健
にもなっております。先日、代理出産禁止についての日本
患者の方々に、大きな福音となり、少子化対策の一助
産科婦人科学会の会告の後進性が明らかとなり、刑
－２１－
事罰付法案見直しの大臣意見が出されるなど､患者のための医療への正常化が始まろうとしています｡そこで、
現在までの日本産科婦人科学会の異常な制限がどれほど多くの患者を苦しめてきたかを御認識されるよう要望
致します。現在、不妊治療が広がっていますが、不妊又は不育の患者に最も重要なものは着床前診断です。特
に３０代後半から体外授精において出産率を上げるため、外国では原則として着床前診断をするべきとの考え
方も多くなっています。これについて日本産科婦人科学会が認可権を独占して全く誤った医学的知見により運
用していますｂこれを社会に明らかに示すものとして、訴訟において名古屋市立大学医学部の鈴森元教授・杉
浦教授の論文の提造が判明し、これを採用した日本産科婦人科学会の着床前診断の１８年見解の誤りが明らか
となりましたので、下記の通り、各関係団体にご要望致します。各機関への要望について、しかるべき措置や
御回答を必ず御報告下さい（しかるべき措置をお取りいただけないときには、次の措置を検討致しますが、あ
くまで患者のための政策を優先して下さい)。
１日本産科婦人科学会「平成１８年着床前診断に関する見解」について
（１）日本産科婦人科学会は、鈴森・杉浦提造論文を元に着床前診断の長所や優位性を否定しています。着床
前診断の長所を説明せず、自然妊娠により流産をしても、出産できるとの誤った説明をしています。この誤っ
た見解が平成１８年２月１８日、日本産科婦人科学会の記者会見により垂れ流し情報として報道されてしまい
ました。しかし、鈴森・杉浦論文は、別紙資料のとおり、提造によるもので、誤った結論となっていますｂな
お、杉浦教授、名古屋市立大学学長、名古屋市長には、提造論文関連の資料をお送りしましたが、現在までに
内容につき返答しないとの回答を頂いており、事実上認めております６
（２）着床前診断による「出産及び妊娠中の成功例」は、大谷医師合計５３組、根津医師合計８組に上ってい
ますｂこの実績と世界データを合わせると、相互転座(反覆流産）につき、妊娠した者のみを母集団とすると、
着床前診断によると、妊娠すれば約９０％（回数当り）は流産せず、出産に至ります。自然妊娠について日本
産科婦人科学会は、妊娠後１４％（回数当り）しか出産しない確率を６８．１％と人々に勘違いさせています。
また、妊娠しなかった者を含めた母集団とすると、着床前診断によれば、出産成功率３０～５０％（回数当り）
であり、自然妊娠の出産成功率は６％（回数当り）であるのに、自然妊娠について日本産科婦人科学会は６８．
１％と人々に勘違いさせる恐れがあります(上記６８．１％とは､何回も流産させるという被害を伴うもので、
妊娠した者のみを母集団とした、平均５～６回後の成功率（人当り）にすぎません)。
（３）日本産科婦人科学会は会員医師へ患者への誤った説明とカウンセリングを強要しています。日本産科
婦人科学会は上記見解を廃止訂正しない状況ですので、関係諸団体は、この見解が誤っているものと正確に認
識し、無視し、着床前診断を勉強するように所属会員又は関係者に伝達して下さい。
２鈴森氏と杉浦氏の論文提造について、同氏らの所属する団体はこれを調査され、また、補助金等を支払わ
れている団体は論文提造について、しかるべき措置をとらられるよう要求します６
３日本産科婦人科学会は、提造論文を利用すること、違法に会員を除名したこと、患者を抑圧してきたこと
など、公益法人としての適性を欠いています。監督官庁は同法人に対してその公益性から逸脱しないよう理事
長及び幹部役員らに対して監督的指導を実施すべきです。仮に監督官庁からの注意勧告が無視されるようであ
れば、公益法人としての認可の取消をすべきです。
４体外受精補助金支給の条件
特定不妊治療費助成事業の年１０万円の助成につきまして、平成１６年３月３１日付雇児発第0331008号
厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「特定不妊治療費助成事業実施要綱」は、知事及び市長が「特定不妊
治療を実施する医療機関として適当と認められるものを指定するものとする｡」として、さらに「なお、医療機
関の指定にあたっては次の諸点に留意すること」としています。このなかで、日本産科婦人科学会の登録実施
施設であることを挙げています。
上記通知が「留意する」としているとおり、各自治体が通知の運用にあたり、日本産科婦人科学会の認定す
る施設（専門医の認定）を助成の必要条件とすることはできず、そのような措置は憲法違反となります。患者
の受給権をそのような形で侵害してはなりません。各自治体はこの条件を撤回して下さい（無効確認訴訟が考
えられます)。
５医師大谷と医師根津は、ＰＧＳ（着床前診断スクリーニング）を実施し、成果を上げています。日本産科
婦人科学会はこれを禁止し、患者に被害を与えていますので、各機関において、日本産科婦人科学会の会告を
無視して、ＰＧＳを適切に評価し、推奨されるよう要望致します。
６日本産科婦人科学会は、多くの患者の福音となる個別の医療行為の認可権を一手に握っており、事業者団
体として事業者の数と取引を制限しており、独禁法８条違反となります。臓器移植ですらそのような規制がさ
れていません。着床前診断という強力かつ有効な治療に対する強い規制は、不妊治療における多くの無駄な医
－２２－
療を放置することとなり、患者を苦しめると共に、
などを侵害する憲法違反となります６
医療費削減にも反します。医療の自由、治療を受ける自由
７着床前診断に対して、保険適用を検討するよう要望致します６
－２３－
